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令和７年度 

「北九州市中小企業振興条例」に基づく 

中小企業の振興に関する施策の実施状況報告（概要版） 

１ 概要  

「北九州市中小企業振興条例」第１３条に基づき、中小企業の振興に関する施策の実施状況に

ついて、毎年、議会に対して報告するとともに、議会への報告後は、速やかに公表するものとす

る。 

２ 構成  

本報告の作成にあたっては、市内中小企業の現状及び課題、中小企業の振興に関する主な施策

について掲載するものとする。 

３ 報告（主なもの）  

（１）市内中小企業の現状について 

市内企業の９９.８％、従業者数の約８割を占める中小・小規模企業は地域経済の要であり、

雇用を支える重要な役割を担うものと認識している。しかしながら、人手不足や高齢化に加え、

円安や物価高等の影響による事業環境の変化など、中小企業を取り巻く環境は、非常に厳しいも

のとなっている。 

【中小企業・小規模企業者の企業等数・従業者数】 

全産業 

   

非農林漁業 

大企業 中小企業 
 

小規模企業者 

市内企業数 ２５，７８８社・者 
６０社・者 

（０．２％） 

２５，６９２社・者 

（９９．８％） 

２１，５３５社・者 

（８３．６％） 

従業者数 ３４１，９１５人 
７８，２９７人 

（２２．９％） 

２６２，９９６人 

（７７．１％） 

７３，６５８人 

（２１．６％） 

 出典：Ｒ３経済センサス（活動調査） 

※北九州市内に本社、本店等を置く企業等を記載。 

※全産業は、農林漁業含む。 

 

（２）市内中小企業が抱える課題について 

令和７年度は、物価高、エネルギー高、構造的な人手不足等、厳しい経営環境に直面してお

り、省力化等による生産性の向上、価格転嫁による賃上げ原資の確保や職場環境整備等への対

応が求められた。 

このような諸課題に対し、中小企業が持続的な発展・成長を目指すことができるよう、厳

しい経営環境を克服するための「資金繰り支援」、「成長分野等への挑戦に向けた投資促進」、

「創業・事業承継を通じた挑戦・自己変革の推進」、「生産性向上に向けた伴走支援」、「人材

確保支援」等に取り組む必要がある。 
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（３）令和７年度の主な中小企業の振興に関する施策 

ア 原油高・資材高対策及び物価高騰等に関する支援 

（ア） 原油高・資材高、イラン情勢に伴う影響等に対する事業者総合相談窓口運営事業 

（第９条第４項） 

原油高・資材高、イラン情勢の影響等を受けた市内中小企業の相談窓口を設置し、セーフ 

ティネット保証認定、経営相談、資金繰り相談を行った。     

窓口相談件数 １４５件、 

景気対応資金（一般枠、セーフティネット保証５号）認定件数１３８件 

 （イ）中小企業制度融資（第９条第２項、第４項、第１２条） 

原油高・資材高、イラン情勢の影響等を受けた市内中小企業に対し、保証料を市が一部負 

担する等により円滑な資金繰りを支援した。   

  実行件数 ３５件、約５億円 

（ウ）商店街プレミアム付商品券発行支援事業（第９条第２項、第１１条） 

福岡県の助成制度と合わせて、商店街等が自主的に取り組むプレミアム付商品券の発行を

支援した。 

    発行団体 ２２団体、発行総額 約６９億円 

 

（エ）物価高騰に立ち向かう中小企業等に対する生産性向上支援助成金（第９条第１項） 

  物価高の影響により厳しい経営環境にある中小企業等が行う、生産性向上の取組（省エネ 

投資、効率化・高収益化等）に要する費用の一部を助成した。 

    交付件数 １０５社、交付金額 ７６，８４５千円 

イ 生産性向上に関する支援 

（ア）中小企業のＤＸ推進支援事業（第９条第１項） 

市内中小企業が取り組むＤＸを支援するため、事業変革やその計画策定に必要な経費の一 

部を補助した。  

交付件数 １１件、交付金額 ３３，３８７千円 

 

（イ）生産性向上・賃金引上げ応援事業（中小企業賃上げ・雇用安定化サポート事業） 

（第９条第４項） 

市内の中小企業・小規模事業場の生産性向上と最低賃金引上げを応援するため、国の業務 

改善助成金（生産性向上のための設備投資等への助成）を受けた事業場に対し、上乗せ補助 

を行った。 

 交付件数 ７５件、交付金額 ２２，７３７千円 
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（ウ）ＧＸ推進支援事業（第９条第４項） 

２０５０年カーボンニュートラルを成長の機会と捉え、地域企業のＧＸビジネスモデル変 

革や新ビジネス創出を推進するため、企業価値の向上と脱炭素化の両立を図るＧＸ推進の取 

組みを対象に、補助金を交付した。 

交付件数 ４社、交付金額 ４，３２３千円 

 

ウ 人材確保に関する支援 

（ア） Ｕ・I ターン応援プロジェクト（第９条第４項） 

北九州市へのＵ・Ｉターン就職希望者と市内企業のマッチングを図るため、小倉に常設の 

   窓口を設置し、専任コンサルタントによる伴走型の就職支援と職業紹介を実施した。令和７ 

年度は、年間を通じた企業交流イベントや、首都圏在住者を対象としたお試し産業・職場体 

験ツアー等を実施した。 

 登録者数 １，２８６人、求人件数 ３，０５７件、 就職決定者数 ２９８人 

 

（イ）人材を人財に！人的資本経営推進事業（第９条第４項） 

常に変わる経営環境に対応しながら企業の持続的な成長につながる「人的資本経営」の推 

進に向け、企業に必要なマインドを学ぶセミナーを開催し、優秀な人材の育成・確保・活用 

による企業価値向上を支援した。あわせて、企業が利用可能な国の助成金や市の補助金につ 

いて紹介し、適切な助成を受けられるように窓口や支援制度を周知した。 

 セミナー参加数（全１０回） ３１６名（２８９社） 

 

（ウ）従業員エンゲージメントを高める職場環境づくり応援助成金（第９条第４項） 

市内中小企業の人手不足や従業員エンゲージメントの向上を支援するため、暑さ対策や休 

憩室の新設などに要する費用の一部を助成した。 

交付件数 ５社、交付金額 １０，２７０千円 

エ 中小企業の事業承継に関する支援 

（ア）事業承継・Ｍ＆Ａ促進（第９条第１項） 

市内中小企業がこれまで培ってきた技術や経済基盤を円滑に次世代へ承継し、企業の持続 

的な成長と発展につなげるため、専門相談窓口を設置し、幅広い相談に対応するとともに、 

セミナー開催による事業承継課題の掘り起こしや、事業承継に向けた企業の取組に要する費 

用助成を行った。 

    啓発セミナー ４回（１３２人） 

相談対応 ３４回（２７社） 

助成金 ５件（１，５５０千円） 

 

（イ）アトツギベンチャー支援（第９条第４項) 

市内中小企業の後継者・後継予定者（アトツギ）の育成に向け、アトツギ向けピッチイベ

ントの出場支援を通じた新事業の創出や既存事業の見直しなど、家業変革の取組を支援する

とともに、アトツギ同士のコミュニティ・ネットワークの構築支援を行った。 

  支援アトツギの人数 ９人、ピッチイベント出場人数 ３人（うち１人決勝大会出場） 
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オ 受注拡大・販路開拓に関する支援 

（ア）大規模展示会等出展支援助成金（第９条第４項） 

市内中小企業が開発した新製品・新技術の販路開拓支援として、多くのバイヤーが訪れる 

大都市圏での大規模展示会への出展小間料（１小間分）を助成した。 

    交付件数 １１件、交付金額 ３，９９５千円

 

（イ）中小企業海外展開支援助成金（第９条第４項） 

市内中小企業が海外展開に取り組みやすい環境を整えるため、海外での市場調査、見本市 

出展などに対し、その経費の一部を助成した。 

 市場調査等助成事業     ３件   ２９３千円 

 海外見本市等出展助成事業  ７件 １，８６４千円 

越境ＥＣ販路開拓助成事業  １件   ２４６千円 

（ウ）米国関税措置に対する新規チャレンジ支援事業助成金（第９条第１項） 

米国関税措置の影響により、取引の縮小が懸念される中小企業が取り組む販路拡大、効率 

化、事業変革などの新事業展開に要する費用の一部を助成した。 

交付件数 ２社、交付金額 １，９９４千円 

カ 商業・サービス業に関する支援 

（ア）魅力ある商店街づくり支援事業（第１１条） 

商店街の人材育成や組織の連携強化を促進することで、持続可能な基盤づくりを推進した。 

また、空き店舗の活用や新たな取組への支援を通じて、地域商業の活性化を図った。さらに 

集客に向けて「行ってみたくなる」をテーマにした「商店街ＰＲ動画コンテスト」を開催し 

た。 

 商店街担い手人材育成プログラム 参加者数  ６４名 

 受講者によるイベント      企画件数   ５件 

商店街ＰＲ動画コンテスト    応募件数 １１９件 

（イ）繁華街エリアにおける新規出店及びリニューアルに関する補助金（ナイトタイムエコノ 

   ミー推進プロジェクト）（第１１条） 

小倉都心部の繁華街エリアで、若者など新たな客層の夜間の誘客が期待できる店舗の新 

    規出店やリニューアルに対し、経費の一部を補助した。 

交付件数 １件、交付金額 ３２１千円

 

キ 創業に関する支援 

（ア）北九州テレワークセンター管理運営事業（第９条第１項、第２項） 

創業支援の中核施設として北九州テレワークセンターを運営するとともに、創業全般に 

関する相談窓口を設置、他の関係機関等とも連携した創業支援の取組などを行った。 

  相談受付件数 ７１８件 
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ク 経営に関する支援 

（ア）中小企業支援センター特定支援事業（第９条第１項、第１２条） 

地域の中小企業の中核的支援機関である「中小企業支援センター」において、各種の経営 

相談をワンストップで実施するとともに、経営に関するセミナーの開催やメールマガジン等 

による施策情報の発信を行った。また、市内中小企業が抱える様々な課題の解決や円滑な事 

業展開に向けて、各分野の専門家を派遣した。 

窓口相談 ６１２件、専門家派遣 ２１回 

（イ）電炉化サプライチェーン対策支援事業（第９条第１項、第１２条） 

世界的にカーボンニュートラルに向けた取組が進む中で、製鉄業における高炉プロセスか 

ら電炉プロセスへの転換に伴い、必要・変更となる技術や市内の企業動向のヒアリングを行 

うとともに、支援施策の紹介等を行った。 

訪問件数 １３９件 

 

（ウ）「未来を担う地域中核企業」成長促進プロジェクト（第９条第１項、第１２条） 

「地域中核企業」の成長を促進するため、ネットワーキング・セミナーの開催や、コンサ 

ルによる伴走支援を通じて、企業の成長につながる事業展開等を後押しするとともに、新た 

な取組等に対する補助を行った。 

ネットワーキング・セミナー      参加者数（全２回） ２４名（２１社） 

新新規事業展開の検討に向けた伴走支援 採択企業       ３社 

トライアル補助金           交付件数 ４社、 交付金額 ３，８０２千円 

 

ケ 女性の自分らしい生き方・働き方に関する支援 

（ア）北九州発！「女性が輝くリーディングカンパニー」創出事業（第９条第１項、第４項） 

女性が働きやすい職場の拡大に向け、女性活躍のモデル事例となり得る取組に要する費用 

の一部を助成した。 

交付件数 ３件、交付金額 １３，３２３千円

コ 中小企業に関する施策等情報の発信等 

（ア）中小企業振興施策の情報発信（第９条第９項） 

中小企業の振興に関する各種施策について、各種支援メニューを網羅した「北九州市中小 

企業支援ガイドブック」や毎月発行の広報誌「ネットワーク北九州」、北九州商工会議所や 

中小企業支援機関のメールマガジンなどの各種情報媒体を通じて、情報発信を行った。 

 

  （イ）各種施策への中小企業の意見反映（第９条第２項、第３項） 

中小企業の振興に関する施策の実施にあたり、市内中小企業団体からの要望活動や、関係 

団体等との意見交換会の開催などを通じて、中小企業の実態の把握と意見反映に努めた。 

 

 

 

 


